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序   文 

 

 中華人民共和国（以下、中国）衛生部は、子供の疾病対策のため予防接種事業の強化を重要政

策として位置づけていますが、経済発展の遅れている中国内陸部を中心として、予防接種に必要

な機材が十分整備されていないことや、スタッフの養成が十分なされていないなどの状況があり、

また、注射の安全性が十分確保されていないため、予防接種に起因する感染症が問題視されてい

ます。 

かかる背景のもと、中国政府は、貧困地域６省・自治区を対象とする本件プロジェクトの協力

を日本国政府に要請してきました。 

 これを受け国際協力事業団は、プロジェクト方式技術協力による注射の安全の確保や予防接種

事業の強化にかかるプロジェクトの実施の可能性について調査すべく、1999年６月20日から1999

年６月30日までの日程で、国立国際医療センター研究所長 吉倉廣氏を団長として事前調査団を

派遣しました。 

 本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査にあたりまして、

ご協力を賜りました関係各位に対しまして深甚なる謝意を表します。 

 

   平成11年７月 

 

                      国際協力事業団 

                   理 事  阿部  英 樹 
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１．事前調査団派遣 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 1999年12月に終了予定であるポリオ対策プロジェクトの後継プロジェクトとして、中国政府よ

り、中国の貧困地域を対象とした予防接種事業（EPI）の質を改善し、安全注射の普及とともにワ

クチンの定期接種率を高めること、また麻疹などのEPI対象疾病の発病を減少させること、さらに

はEPI対象疾病のコントロールに必要なサーベイランスの強化を図ることを目的とし、標記プロジ

ェクトの要請が中国側からなされた。 

 中国側の要請を受け、本事前調査団においては、以下の項目について内容の確認、調査を行っ

た。 

 

 (1) 要請背景の確認 

 (2) 協力対象分野の現状 

 (3) 本プロジェクトの中国側実施体制 

 (4) 技術協力の基本計画の概略策定 

  ・技術協力の範囲および規模（※協力対象分野および省の絞り込みを含む） 

  ・目標の設定 

  ・日本側投入計画 

 

１－２ 調査団の構成 

  担 当  氏 名       所  属 

 団長 総括 吉倉 廣 国立国際医療センター 研究所所長 

 団員 EPI 吉武克宏 国立国際医療センター 派遣協力課 課長 

 団員 サーベイランス 村上 仁 国立国際医療センター 派遣協力課 

 団員 技術協力 地神一美 外務省経済協力局技術協力課 課長補佐 

 団員 通訳 田中美佐子 (財)日本国際協力センター 

 団員 協力計画 鍜治澤千重子 国際協力事業団医療協力部医療協力第一課 

 



－２－

１－３ 調査日程 

日順 月 日 曜日 移 動 お よ び 業 務 宿泊先 

１ ６月20日 日 10:40 成田発（JL781）→13:15 北京着 北京 

２ ６月21日 月 

10:00 JICA中国事務所表敬 

11:00 日本大使館表敬 

14:30 衛生部表敬 

16:00 ポリオ対策プロジェクトオフィス訪問、 

中国国家医学科学院（CAPM）表敬 

北京 

３ ６月22日 火 
 9:00 北京（X2119）→10:35 西安 西安市（空路） 

14:00～18:00 陝西省防疫站計画免疫科表敬および調査 
西安 

４ ６月23日 水 

 8:00～10:00 陝西省西安市臨潼区防疫站 

11:00～13:00 陝西省西安市臨潼区油槐郡衛生院、北浚村村医 

15:00～16:00 陝西省長安県防疫站 

17:00～18:00 陝西省長安県大峪鎮衛生院、大峪村医 

西安 

５ ６月24日 木 

10:00 陝西省西安市意見交換 

11:00 陝西省副秘書長表敬 

14:40 西安（WH2119）→16:10 北京 

北京 

６ ６月25日 金 
10:00 WHO表敬 

15:00 団内打合せ 
北京 

 7:00～12:00 北京→山西省太原市（陸路） 

14:30 山西省副省長表敬訪問 

15:00 山西省防疫站表敬および意見交換 

太原 

７ ６月26日 土 
＜地神団員＞ 

北京→瀋陽（空路） 

中日医学教育センター臨床医学教育プロジェクト視察 

瀋陽 

10:00～11:00 山西省太原市類煩県防疫站意見交換および視察 

12:00～13:00 山西省太原市類煩県   郷、蔡家庄村 

15:00～15:30 山西省太原市防疫站視察 

16:00～17:00 山西省および太原市意見交換、太原副市長表敬 ８ ６月27日 日 

＜地神団員＞ 

瀋陽 14:25 NH948→関空 19:25、関空 20:55 NH148→羽田 21:55 

瀋陽 

９ ６月28日 月 
 7:00～12:00 太原→北京（陸路） 

15:00 衛生部とのミニッツ協議  
北京 

10 ６月29日 火 
 9:30 衛生部協議、ミニッツ署名 

16:30 大使館報告 
北京 

11 ６月30日 水 
11:00 JICA事務所報告 

14:50 北京発（JL782）→19:10 成田着  
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２．要請の背景と内容 

 

 1998年４月、中国衛生部は、ポリオ対策プロジェクト後継プロジェクトとして、貧困地域の予

防接種事業（EPI）強化と国境地域のポリオ対策支援の継続を主な内容としたプロジェクトの検討

を日本側に打診した。 

 中国が正式にEPIの実施を打ち出したのは1970年代末であり、1980年代に入って、国の統一の児

童免疫スケジュールの策定とコールドチェーンのシステムの整備に伴い、全国規模で計画的かつ

統一的なスケジュールによる予防接種（BCG、DPT、麻疹、ポリオ）が実施されるようになった。

それまで年に２回（冬期および春期）の予防接種の形式が大幅にかわったことにより、省、県、

郷鎮を単位とする免疫接種率は85％に達し、子供の健康を脅かすEPIの対象疾患は効果的にコント

ロールされるに至った。 

 予防接種にかかわる各種計画、方針等が出されており、免疫接種率が高い水準が維持されては

いるが、ここ近年全国的に各レベルでのEPIの諸問題が露呈し予防接種サービスが質的に低下して

おり、特に中国国内の経済的な地域間格差の拡大に伴い中国国内のEPI事業にも貧困地域を中心と

してEPI事業の弱い地域があらわれてきている。 

 そのような背景のもと、山西省、陜西省、寧夏回族自治区、甘粛省、青海省、内モンゴル自治

区を対象として、以下の協力分野の要請が1998年夏中国衛生部から提出があげられた。 

 

 (1) 国家レベルおよび対象省のEPI接種事業に対する監督と管理能力を強める。 

 (2) 定期免疫の仕事の質を改善し、安全注射を普及させる。 

 (3) ワクチンの貯蔵と運搬能力を高める。 

 (4) 国家レベルと省レベルのEPI疾病の実験室診断の能力を高める。 

 (5) 麻疹などEPI疾病のサーベイランス能力と流行に対する速やかな対応能力を強める。 

 (6) 各レベルのEPI担当者に対してセミナーを開催する。 

 (7) ポリオ根絶で得た成果を強化し、必要に応じて継続的に国境地域、他のハイリスク地域の

ポリオサーベイランスを支持する。 
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３．開発計画の現状との関連 

 

(1) 貧困地域の開発 

  「第９次５カ年計画」（九五計画）（1996～2000年）「2010年長期目標要網」（1996年制定）に

よると、中国は1978年以降の改革開放により、高成長と低成長のサイクルを繰り返しながらも、

平均成長率10％に近い数字を達成し、めざましい発展を遂げてきた。しかし現状ではマクロ経

済面での不安定要因、貧困・地域間格差の拡大、社会開発分野での取り組みの遅れ、長期的な

農産物需給での不安定要因、環境の悪化などの問題が顕著になっている。 

 「九五計画」、「2010年長期目標要網」（1996年制定）に基づき、2010年までの15年間の開発

計画の方針のなかでも、貧困・地域間格差の問題については、地域経済の調和のとれた発展を

堅持し、地域発展格差を解消するということを打ち出している。 

 日本の対中援助は、「貧困・地域間格差の解消」を重点分野とし、中西部の特に貧困な地域

を重点とし援助を展開するべきという方針が、第２次国別援助研究会より出されており、本プ

ロジェクトはその方針に基づき形成されている。 

 本プロジェクトの対象地域として要請が出ている６省・自治区には59地区408県が存在する

が、そのうち、国家級貧困県は156県であり、省全体としても経済状況が比較的遅れている。

経済状況の困難なことから、貧困地区では、コールドチェーンの整備ができない、スタッフの

養成にかかる資金が不足しているなど、予防接種事業（EPI）を維持・強化していくうえでの障

害となっている。このような貧困地域において、限られた予算のなかで実施可能なEPIのモデル

をつくることは重要と考える。 

 

(2) 予防接種事業 

  EPIに関しては、WHO/UNICEFの予防接種拡大計画に基づき1980年代より計画的なEPIが展開

されている。さらに、国家衛生事業の重点分野としても伝染病のコントロールと根絶の重要な

手段として位置づけられている。 

 EPIに関しては、ワクチン接種率を高め、ワクチンの接種行為を模範的にし、EPI対象疾患の

サーベイランスを強め、対象疾患の発病率を減少させ、子供が健康的に成長することを確保し、

子供の享受すべき権利を具現するために、衛生部は、相次いで、「計画免疫技術管理規程」「特

殊人群計画免疫工作管理方案」「全国常規免疫接種率監測方案」「全国予防接種安全注射計画」

などの一連の計画と方案の策定と改訂を行っている。 
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４．協力分野の現状と問題点 

 

(1) ワクチン接種率向上について 

  公式報告では、１歳未満のBCG、経口ポリオワクチン（OPV）、三種混合、麻疹ワクチンの４

種の接種率は山西省95.4～97.3％、陝西省97.2～98.1％、1998年12月と1999年１月に行われた

ポリオ強化免疫の接種率は山西省98.1％、陝西省99.2％であり、まったく問題はみられない。

しかし、実際県、郷鎮、村の接種点を訪問してみると、どちらの省でも接種記録の原簿が保存

されていない、ドーズ別の報告がされていないなどの問題が広く見いだされた。末端での接種

率記録のあいまいさは、それを集計したにすぎない省、地区レベルの接種率の数値にも大きな

疑問符がつくことを意味する。未登録児の問題では西安市では「民工」と呼ばれる他省からの

出稼ぎ労働者の子供が多く重要であり、ほかに商人や生活苦から都市へ流入してくる人口が未

登録となっている。これらの人口が集まりやすい自由市場の近くの医療機関などでの接種を進

めている。その他、Ｂ型肝炎、日本脳炎、髄膜炎球菌の３種の有料ワクチン接種が、県レベル

以上でかなり普及していること、陝西省の訪問地域では基本４ワクチンの接種も、EPI保険の導

入により実質的に有料化している等の状況がみられた。 

 

(2) ワクチン接種における安全注射について 

  血液媒介性疾患の伝播の視点から、注射の安全性を調査した。使い捨て注射器とガラス注射

器の地理的分布では、山西省では全体の66％で使い捨て、陝西省では都市部の80％、農村の30％

で使い捨てが使用され、残りはガラスを使用していると報告された。安全注射の実施状況は、

山西省ではガラス使用地域で注射手技内容を定期報告させており、1998年にはガラスを使って

いる8561接種点のうち78％は針だけ換えて同じ注射筒で回し打ち、４％は針も筒も換えない回

し打ちを行ったとしている。陝西省防疫站は都市部では「100％安全」、農村部では針だけ換え

る回し打ちがほとんどと説明した。現地調査では：①ほとんどの接種点で、ガラス注射筒の数

がきわめて少ない一方多くの注射針が一緒に滅菌、保存されており、針だけ換えた回し打ちを

示唆、②高圧蒸気滅菌器は訪問したすべての接種点で見られたが滅菌時間が15分とされており、

WHO勧告の20分に足りない、③使用済みの使い捨て注射器（血液のついたもの）を新品と一緒

にダンボールに保管しており、再使用を示唆、④使用済みの使い捨て注射器の裏庭への投棄や、

不特定の場所での焼却、⑤使い捨て注射器のEPIスタッフの収入源としての役割（一本あたり住

民から0.4～0.5元、日本円で６～7.5円を徴収）が明らかになった。 

 

(3) サーベイランスデータの接種実施への活用 

  両省ともデータ分析は主に省、地区で行われ、県レベルでは年齢分布等の基礎的分析が行わ
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れているとのことであった。山西省ではデータ分析結果を協議する定期会議はなかった。陝西

省では四半期に１度予防疫学会議という学術会議が開かれ、ここで西安市付近の市、地区から

の参加者に対し専門家の講演が行われるほか、麻痺患者（AFP）症例の専門家診断が行われる。 

 データの下位レベルへのフィードバックに関しては、陝西省では計画免疫簡報が年４回以上

不定期に刊行されている。山西省でも簡報の発行はされているが、詳細は不明である。現在省

レベルでは報告のためのソフトウェアでデータ集積し、北京の予防医学科学院にＥメールで報

告している。分析のためのソフトウェアはEPIINFOを基本的に用いている。全体として、サー

ベイランスデータを系統的に接種計画に活用するスキームは、省レベル以下では整備されてい

ない。 

 

(4) ワクチン貯蔵、運搬 

  1980年代中盤にUNICEFから供与されたコールドチェーン機器の老朽化は、訪問調査で確か

に確認することができた。世銀第７プロジェクトの実施は、現在までのところ目に見えて進展

している地域は、訪問したなかではなかった。温度管理は形骸化し、記録表には同じ温度の行

列が、外気温の激しく違う1999年１月から６月まで連続していることがしばしばだった。山西

省防疫站EPI課はワクチン効力テストを年１度行っている。1998年にはポリオ計63バイアル、

麻疹計64バイアルが異なるレベルから抽出されテストされている。結果、省から地区ならびに

郷鎮から村で合格ワクチン率が激減していることがわかる。省から地区への輸送時の温度管理、

接種時の村でのワクチン温度管理に問題があることが疑われる。陝西省は調査を行っていない。

 

表 山西省におけるワクチン効力テストの結果：合格ワクチンの割合（1998年） 

 省 地区 県 郷鎮 村 

d ポリオワクチン １００％ ５０％ ４７％ ６０％ １１％ 

麻疹ワクチン １００％ ８６％ ７９％ ９２％ ５９％ 

 

(5) ポリオ実験室能力およびAFPサーベイランス 

  両省ともポリオ実験室の技能、機材の整備状況は良好であった。陝西省で２種の培養細胞の

うちポリオ感受性の低いものだけで陽性が出た場合に、ポリオでないと即座に除外していた点

は、本来型分類を行わねばならない。また、糞便検査の結果の記録が、実験室とサーベイラン

ス部門で異なっており、両者の連絡に問題があると思われた。AFPサーベイランスは、省の公

式な指標では両省とも国家基準を満たしており、問題はない一方、末端レベルでの実施状況は、

本調査では時間がなく詳細な情報収集ができなかった。 
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５．日本の他の協力との関連 

 

 本プロジェクトは、現在実施中のポリオ対策プロジェクトの後継プロジェクトと位置づけられ

ている。 

 中国において保健医療分野の案件として、安徽省におけるプライマリー・ヘルス・ケア技術訓

練センタープロジェクト（1999年８月より開始予定）、中日医学教育センター臨床医学教育プロジ

ェクトを実施中である。特に、プライマリー・ヘルス・ケア技術訓練センタープロジェクトにつ

いては、プライマリー・ヘルス・ケア従事者のレベルアップを最終目標としている。末端レベル

では、村衛生室の医士が予防接種も治療も兼ねているため、将来的には、双方で開発した研修や

教材の交換、活用などの可能性も考えられる。 
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６．第三国による協力の現状 

 

 UNICEFおよびWHOは、中国の予防接種計画全般に深くかかわっており、予防接種にかかる人

材の育成、コールド・チェーン等の機材供与を行っている。 

 WHOを表敬し、意見交換を行ったところ、次のような結果となった。 

 

 (1) 予防接種事業（EPI）におけるポリオ根絶の位置づけ 

   WHO側より「ポリオ根絶を第一優先と考えている。麻疹根絶とポリオ根絶を同時に実施す

ることは得策でない。実験室への支援は継続してもらいたい。」とコメントがあった。 

 

 (2) 麻疹コントロールについて 

   団より、「麻疹コントロールプロジェクト、特に実験室での麻疹の実験室診断の広がりがポ

リオ根絶事業を圧迫しているのではないか、また麻疹の IgM抗体検査は、ワクチン株と野生

株の区別ができないので、麻疹の確定診断になり得ないのではないか」とコメントがあった。

それに対し、WHO側は、「上海、北京ではポリオ根絶の体制が確立しているので、麻疹の各

症例の実験室診断機能を確立するのが適当であるが、他の地域は流行が起きた時に、その確

定のため、抗体検査を行う。麻疹の実験室診断機能の設立がポリオ実験室からの機材や人材

の流用を意味する場合は、設立を遅らせる。IgMとIgG測定の感受性、特異性は汎米保健機構

（PAHO）が比較的高いと報告している。」と返答した。 

 

 (3) 安全注射について 

   使い捨て注射器の位置づけについては、「地域政策として、自国で使い捨て注射器の買い付

けを継続的に行う財政力をもつ国に限り、導入すべきということになっている。この条件を

満たさない国に援助機関が使い捨てを供与するのは、持続性の意味から好ましくない。中国

では1999年５月のEPI評価で、全国で訪問した32ほどの接種点のうち、ガラス注射器を使用し

ているところは４箇所しかなく、使い捨てへの移行の早さに驚いた。使用済み注射器の廃棄

用焼却炉の使用実験は、中国ではまだ行われていない。」とコメントがあった。さらに、「WHO

としては蒸気滅菌が十分にできたかをしめすマーカーの使用に興味をもっている。今年中に

UNICEFと共同で注射手技調査を実施する。安全注射のためにはシステムの設立が最も大

切。」と述べ、次期JICAプロジェクトが安全注射を中心的に取り上げることに賛同した。Ausaid

による新生児破傷風制圧と安全注射のための資金協力（対象：寧夏、内モンゴル、甘粛、青

海）の情報が提供された。 
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 (4) サーベイランスの強化とデータ活用 

   現状と日本の協力の可能性に関連し、「現在比較的高い質を保っている麻痺患者（AFP）サ

ーベイランスに新生児破傷風と麻疹を組み込んでいくのが、サーベイランスの基本戦略。

1999年５月のEPI評価では、省以下のレベルでのデータ活用が乏しく、データ分析用のコンピ

ューターソフトウェアの作成、配布、訓練を勧告した。現在、まだソフトウェア開発は始ま

っていない。中国予防医学科学院がこれに高い優先順位を置いており、WHOもジュネーブ本

部の専門家を通じて支援したい。JICAが日本からの専門性を生かしてこの分野に協力するこ

とは、歓迎する。」とコメントがあった。 

 また、アメリカのCDC（Center for Disease Control and Prevention）は、WHOの事務所に職

員を出向させ、予防接種計画実施に関する国家レベルでの政策助言を衛生部に対し行ってい

る。 

 中国の省レベルへ中国人専門家による調査・監視チームが編成される際にも、WHO、CDC

から1～２名の専門家が派遣されているが、このような調査・監視チームにはJICA専門家の

参加も要請され、対応している。 
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７．プロジェクト実施計画の概要および協議経緯 

 

(1) プロジェクト名称 

  日文：予防接種事業（EPI）強化および安全注射モデル開発プロジェクト 

 

  中国側の要請書では、「貧困地域における免疫接種強化および対象疾病コントロール強化プロ

ジェクト、(中文：加強貧困地区免疫接種与針対疾病控制)」という名称案が出されていた。 

 しかし、①広大な中国の貧困地域のEPI強化をプロジェクト協力期間中（５年間）に日本の協

力のみで実施するのは困難である、②「貧困地域」を名称に付すがために、プロジェクト実施

中および終了後にわたり機材供与を中心とした協力になりかねないとの懸念がある、という理

由から、日本側の案どおり、「貧困地域」をはずす名称とした。 

 

(2) プロジェクト上位目標 

  EPI対象疾病の発病率を減少させる。 

 

(3) プロジェクトの目的 

  EPI事業強化のモデル開発を行う。 

 

(4) 協力内容 

  1）EPI事業強化のモデル開発 

  ① ワクチン接種率向上 

  ② ワクチン接種における安全注射 

  ③ サーベイランスの質的向上およびサーベイランスデータの接種実施への活用 

  ④ ワクチン貯蔵、運搬 

  2）ポリオ根絶活動 

   ポリオ実験室能力の維持およびハイリスク地域における麻痺患者（AFP）サーベイランス

の強化 

 

  事前調査後に派遣される短期調査員が協力内容について調査し、実施協議までに双方が協力

内容の詳細について協議し明確化する。 

 

(5) プロジェクト対象地域 

  要請地域のなかの２省をモデル省とする。中国政府が合同委員会で確認された本プロジェク
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トの成果を他の地域に普及する場合、日本側はこれについて日中双方の合意に基づき可能な範

囲内で協力に努める。 

 

 (4)と(5)に関し、当該プロジェクトには注射の安全性確保や、予防接種率のさらなる強化など、

方法論が必ずしも確立していない領域も含まれる可能性があるため、対象は実施モデルの作成が

可能な範囲に限定することが必要であり、日本側から２省を提案した。中国側は、要請のある６

省・自治区全地域を協力対象とすることを希望し、日本側の提案に難色を示した。 

 中国国内の地域格差が大きいことから１省の経験が他省に普及できるものではないこと、また

モデルづくりの重要性は認めるものの２年かければ十分であり、残りの３年で他の省への普及を

図る内容のプロジェクトが提案された。ただ、安全注射の問題のみでも解決すべき問題を抱えて

おり、多岐にわたるEPIのモデルづくりに５年は要するという日本側の説明に対し、中国側は一定

の理解を示し、２省を対象にモデル形成を図ることで納得したが、残り４省についても協力する

ことを文章に盛り込むことを主張した。 

 結果、将来の普及については、日本側は日中双方の合意を得て、可能な範囲で協力に努めると

いう文言で合意した。 

 

(6) 協力期間 

  ５年間（2000年６月頃～2005年） 

 

(7) 日本側のとるべき措置 

  1）専門家派遣 

  ① (4)で記載した内容に関連する長期・短期専門家を双方が合意した計画に基づき派遣する。

  ② 北京にプロジェクト事務所を設置することとする。長期専門家はこの事務所および対象

地域に対し技術指導を行う。 

  2）研修員受入れ 

   (4)に記載した内容に関連する中国側要員を研修員として日本の適当な関連施設に毎年若

干名受け入れる。 

  3）機材供与 

   プロジェクトの活動に必要な必要最低限の機材を双方で合意される計画に基づき予算内で

供与する。 

  4）人材養成 

   (4)に記載した内容に関し、日本側は、中国国内の中国人スタッフの養成に対し支援する。 
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８．プロジェクトサイトについて 

 

 具体的な対象省名については、中国側から要請された４省２自治区を、今回すべて訪問調査し

検討したわけではないが、北京からの近接性、人口密度、生活のしやすさや社会資源の多寡など

を検討し、山西、陝西両省が適切と判断し、議事録の文面には明記してないものの、中国側とも

ほぼ一致した見解をもつにいたっている。これら対象候補省については、今回の事前調査で訪問

し、以下の項目を調査することができた。 

 

 (1) 北京との通信、交通 

   山西省の省都、太原まで、北京から車で（高速道路）５時間を要する。飛行機は午後遅く

の便に限られ、約40分の飛行時間である。陝西省の省都、西安まで、北京から毎日５～６便

の飛行機があり、約２時間の飛行時間である。運賃は往復840元である。西安には成田から

週３便、関西空港から週２便直行便もある。西安－太原間のアクセスはあまりよくなく、列

車で13～14時間、車で７～８時間を要する。飛行機便も週に２便のみある。北京との通信に

ついては、どちらの省都も電話、携帯電話、ファクス等問題ない。インターネットアクセス

については未確認だが、山西省では衛生庁疾病控制処、陝西省では省防疫站の職員の名刺に

Ｅメールアドレスがみられ、省都におけるアクセスは確立していると推察される。 

 

 (2) 長期滞在のアメニティ 

   太原は人口150万人、西安は300万人を擁する。後者は特にサービス業の充実が著しく、全

日空ホテル等もあり、長期滞在には好ましい環境であるが、交通渋滞など都市ならではの問

題もある。将来的にサテライトオフィスを構えるとすれば、最大限一箇所に留めるべきであ

ろうが、その際、総合的にみて、西安が太原よりも長期専門家のアメニティを考えると、好

ましいと考えられた。 

 

 (3) 安全性 

   安全上の大きな問題は見受けられなかったが、交通ルールが守られていないため、移動時

の交通事故については、プロジェクト実施中そのリスクを最小限にしていくように気を配る

必要がある。 

 

 (4) 政治的、社会的安定度 

   西安では６月にキリスト教徒500人によるデモが日本の新聞で報じられた。また７月にはや

はり自営業者500人による汚職に抗議するデモが日本の中国専門紙で報道されている。現地
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では大きな騒乱などの形跡はなく、局地的、散発的な問題と考えられ、プロジェクト対象地

域としての適格性を問うほどの大きな問題ではないと認識される。 

 

 (5) フィールドへのアクセス 

   両省とも地理障壁としては山地が主であり、その割合は山西省で省面積の50％、陝西省で

36％を占める。平野部はそれぞれ20％、19％にすぎず、それ以外は丘陵地ないし黄土高原で

ある。山西省は比較的山地の割合が多いが、道路整備は進んでいる。東西方向では、北京か

らの高速道路で東側へのアクセスがよいが、西へのアクセスはあまりよくない。南北方向で

は、北端の大同市まで舗装道路を車で４時間（将来高速化の予定あり）、南端まで同様に５

時間で行くことができ、アクセスは比較的よい。陝西省は北部に黄土高原と砂漠、南部に山

地を抱え、中部の平原地帯の中心に西安市がある。東西方向では平野部を横断する形で車道

があり、アクセスは比較的よい。南北方向では、地理的障壁と道路の未整備が重なり、アク

セスはかなり悪く、北部の主要都市延安市まで８時間、北端の楡林市へは丸二日、南部の主

要都市安康まで車で丸一日かかる。安康へは西暦2000年末に高速が開通すると５時間でアク

セスできるようになるとの情報がある。 

 

 (6) カウンターパート 

   外国語を話せるキーパーソンとしては、山西省では衛生庁外事処に日本語が流暢に話せる

スタッフが１人、同疾病控制処に英語が流暢に話せるスタッフが１人いる。防疫站には外国

語の流暢な人材はいない。埼玉県との交流事業で臨床医師数名と公衆衛生スタッフ１名が毎

年埼玉を訪れており、日本への親近感は強い。陝西省では防疫站長が流暢な英語を話し、EPI

課のスタッフの１人が若干の英語を話す。 

 

 (7) プロジェクトで使用する車の有無 

   山西省なし。陝西省にはJICAが1989年に供与したランドクルーザー１台があるが、新規プ

ロジェクトの専用車にするのは非現実的。両省とも1999年度からプロジェクト実施用の車そ

れぞれ１台の供与が必要と考える。 
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９．実施協議調査までの検討事項 

 

(1) ポリオ根絶に対する支援について 

  本プロジェクトでポリオ対策については、基本的には目標を達成し成果をあげたと考え、予

防接種事業（EPI）対象疾病のうちの１つの扱いとする。しかし、ポリオ対策プロジェクトで蓄

積された方法論は、最大限に活用するという方針で望んだ。 

 また、本プロジェクトでポリオ根絶をプロジェクト上位目標に入れることについては、①ポ

リオ対策プロジェクトの評価を経なければ、次期のプロジェクトでどう協力するのかについて

は議論できない、②上位目標を２つ打ち立てることによって、プロジェクト管理が困難である

と懸念される、③プロジェクト対象地域が異なる、などが、調査団内で議論された。 

 一方、中国側は、ポリオ根絶は引き続き重要な課題であるとの認識であり、ポリオ根絶を上

位目標にいれることについては積極的な姿勢であった。 

 「本プロジェクトにおいても、ポリオ対策プロジェクトに引き続き日本側の協力が必要であ

る。前半（発病率の低下）で日本が参加したにもかかわらず、後半WHOの根絶承認を受ける段

階で日本の参加がないのは大変残念である。」「日本の国益やJICAのプレゼンスにかかわるので

はないか。」 

 「（ポリオを入れることは）現行のプロジェクトでポリオをやり残したということではない。」

等のコメントが、衛生部疾病控制司よりあった。 

 日本側および中国側の意見統一がはかられず、プロジェクト上位目標に「ポリオ根絶も達成

する。」という文言を入れることについて、日本側の持ち帰り検討事項となった。 

 今後、ポリオ対策への協力について、Ｒ／Ｄに盛り込むのか否かを含め検討する必要がある。 

 

(2) 無償資金協力との連携について 

  中国側の無償資金協力による機材供与への期待は大きいと思われるが、中国側が自力で他省

に普及できるモデルの開発をめざし、プロジェクトへの機材供与は最小限にとどめる必要がある。

今回、中国側から無償資金協力の要望はなかったが、JICA中国事務所から無償資金協力につい

て帰国後検討してほしい旨の要望があった。 

 日本側としては、プロジェクトでどのレベルまでコールドチェーンを整備し、どのスキーム

（無償資金協力、プロジェクト方式技術協力、医療特別機材等）で協力するのか検討すること

も必要である。 

 

(3) プロジェクトオフィスの所在地について 

  プロジェクトオフィスの所在地につき、一本化が望ましいかあるいは北京と対象省の二本立



－17－

てが望ましいか、また、必要に応じて、モデル地区立ち上げの半年あるいは１年間は対象省に

一本化し、その後北京オフィスを立ち上げるのかなどについて、おのおのの得失と現実性を検

討する必要がある。 

 北京でのオフィス候補として、現行ポリオ対策プロジェクトで使用している予防医科学院の

１室があり、次期プロジェクトにおいても確保されるとのこと。しかし、プロジェクトの内容、

経費などを考慮し、北京にもオフィスを置くか、地方と北京の２カ所に置くのか等決める必要

がある。 
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